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１．第２四半期 実績、及び通期業績予想
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１．豪州製粉事業（AP社）の減損損失について

コロナ禍で変化した市場や足元の事業環境を精査し、豪州製粉事業の事業計画について、
実現可能性を慎重に検証し、新たな事業計画を策定した結果、当初の事業計画から乖離する
こととなり、2023年3月期第2四半期にて、減損損失を計上

６００百万豪ドル（５５８億円）

■減損損失

■減損に至った主な要因

豪州における厳格なコロナ対策の影響による市場の変化（AP社の主要得意先であるインストアベーカリー
市場の低迷によるAP社の業績低迷等）

コロナに起因したサプライチェーンの混乱やウクライナ情勢に起因した資源や穀物相場の高騰等による想定
を超える様々なコスト上昇の影響（価格転嫁対応の遅れ等）

中期経営計画２０２６において説明

■今後の豪州製粉事業の業績見通し

業績予想の修正（上期：四半期純利益の下方修正、通期：営業利益、経常利益の上方修正、当期純利益の下方修正）

■連結業績への影響

年間配当は当初予想から修正しない（前期から据え置きの1株当たり39円を予定）

償却費負担の減少額（年間60億円程度の見通し （‘22年度は26億円程度の見通し））

※豪州製粉事業以外の当社グループの業績には影響しない

【内訳】 ■のれん

■無形固定資産

■有形固定資産

：３１４億円

： ７７億円

：１６７億円



１．第２四半期 実績

2023年３月期

第2四半期

実績

業績予想（5月公表） 前年実績

比 比

売上高 388,742 370,000 ＋5.1％ 325,727 ＋19.3％

海外売上高比率 32.6％ － － 26.5％ －

営業利益 15,919 15,000 ＋6.1％ 15,568 ＋2.3％

経常利益 17,220 15,500 ＋11.1％ 17,425 ▲1.2％

親会社株主に帰属する
四半期純利益 ▲37,795 9,000 － 9,957 －
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（単位：百万円）

売上高は、国内製粉事業の麦価改定に伴う小麦粉価格改定の実施、海外製粉事業の小麦相場上昇や

為替換算の影響、中食・惣菜事業の順調な売上等により、増収

営業利益は、国内製粉事業のふすま価格の堅調な推移、海外製粉事業の好調な業績等により、増益

※金額は百万円未満切り捨て

２．第２四半期 実績

四半期純利益は、豪州製粉事業において、豪州の厳格なコロナ対策の影響による市場の変化等を踏まえ、

事業計画を再検証した結果、減損損失を計上したことにより、赤字



３．第２四半期 営業利益 前年差
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37

（億円）

37

＋1億円
159億円

155億円

＋6億円 ＋24億円

営業利益は前年差＋4億円の増益。国内の製粉、加工食品事業で需要減退の発生や食品事業におい

てコストインフレ対応の後追い、医薬品原薬の出荷減少等があったものの、国内製粉事業のふすま価格の

堅調な推移、海外製粉事業の好調な業績、エンジニアリング事業が上期は順調に推移し、増益

製粉事業 食品事業

▲8億円

▲13億円

▲10億円

＋1億円

＋7億円

中食・惣菜
事業

▲4億円
コストインフ
レ対応の
後追い、
商号変更
に伴うブラ
ンド戦略投
資等

前期の販
売堅調の
反動減や
価格改定
による需要
減退等

エンジニアリ
ング事業の
大型工事
の進捗や
工事の進
捗管理の
強化等

医薬品原
薬の出荷
低調等

6

その他
事業



食糧インフレ、コストインフレは’22年度の課題と捉えていたが、今回（10月）の麦価据え置きによ
り、’23年度も継続することを前提に引き続き最優先課題として対応。国内の加工食品事業、
酵母事業、豪州製粉事業は価格転嫁が後追いとなっているが、最終的には追い付かせる
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緊急措置で実質据え置き
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※出典：日本銀行「企業物価指数」 ※出典：日本銀行「企業物価指数」

‘22年8月
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【穀物相場】 シカゴ先物相場 右軸

｜ 2 0 1 9 年 ｜ 2 0 20年 ｜ 2 0 2 1  年 ｜ 2 0 2 2  年

大豆

小麦

コーン

【為替相場】 円/US＄ 左軸

為替

為替相場（円/US＄） 穀物相場（US＄/Bu）

ロシアによるウクライナ
侵攻伴う相場上昇

５．穀物相場、為替相場の推移

8

日米金利差等による
急激な円安

ロシアによるウクライナ侵
攻前に近い相場
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（単位：百万円）

※金額は百万円未満切り捨て

売上高は、上期実績と同様の影響が継続し、増収を見込む

営業利益は、国内製粉事業のふすま価格の堅調な推移、海外製粉事業の好調な業績や豪州製粉事

業での減損実施による償却費負担の減少により、増益を見込む

６．２０２３年３月期 業績予想

当期純利益は、下期に投資有価証券売却による特別利益計上を見込むものの、豪州製粉事業におい

て減損損失を計上したことにより、赤字

業績予想は、10月19日に公表済。営業利益、経常利益は上方修正、当期純利益は下方修正を実施

2023年３月期
業績予想

業績予想（5月公表） 前年実績

比 比

売上高 780,000 760,000 ＋2.6% 679,736 ＋14.8%

海外売上高比率 31.1％ 29.9％ － 27.3% －

営業利益 33,000 30,000 ＋10.0% 29,430 ＋12.1%

経常利益 35,000 31,000 ＋12.9% 32,626 ＋7.3%

親会社株主に帰属する
当期純利益 ▲18,500 18,500 － 17,509 －

（単位：百万円）

※2023年3月期の業績予想は10月19日に公表した業績予想から変更していない
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37

294億円

通期業績予想の営業利益は330億円に上方修正（前年差＋36億円の増益）。この主要因は豪州

製粉事業の減損実施による償却費負担の減少によるもの

７．通期業績予想 営業利益

’21年度実績

海外製粉事業
の好調な業績

豪州製粉事業
の償却費負担の

減少

ふすま価格の
堅調な推移 食品事業にお

いて価格改定
後の追加コスト
アップ影響。但
し、この部分は
来年度にかけて
追いつかせる

予定
医薬品原薬の
出荷減少、
その他要因

’22年度業績予想

330億円

国内の製粉、加
工食品事業にお
いて需要減退や
製品ミックス悪化
等が発生したこと
による販売収益

への影響
▲28億円

▲8億円

▲16億円

＋45億円

＋17億円

（億円）

■業績予想 営業利益分析（前年差）

10

＋26億円

37

前年差＋36億円の増益

業績予想上方
修正の主要因

（10月修正）
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配当総額 配当性向

■配当総額と配当性向の推移

20円 22円 24円 26円１株当たり
配当金

(億円)

29円

・2023年3月期の年間配当は1株当たり39円の予想から修正しない（前期から据え置き）

・配当性向40％以上を基準に、減配はできる限り回避し、業績を踏まえ配当水準を決定

・EPS成長を目指す中、増配はタイミングを見据えて常に積極的に検討

20円

（予定）

32円

３．株主還元

11

34円 37円 39円

億円

49
億円

億円

億円
億円

億円

億円
億円

億円

億円

億円

39円

８．株主還元

11
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２．日清製粉グループ 中期経営計画２０２６
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Ⅰ．基本方針



１．数値目標（2026年度）

14

（※年平均成長率）

売上高 6,797億円 8,400億円 9,000億円

5年 CAGR※ ― ― 5.8％

営業利益 294億円 390億円 480億円

5年 CAGR ― ― 10.3％

ＥＰＳ 59円 90円 110円

5年 CAGR ― ― 13.3％

ＲＯＥ 4.0％ 6.4％ 7.0％

基準年度
（2021年度実績）

次年度
（2023年度）

最終年度
（2026年度）



２．中期経営計画２０２６の位置づけ
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・日本が人口減少に転じる
（2011年）
・TPP協定交渉に日本が
参加（2013年）

・日本では長引くデフレ環境

中期経営計画
NNI-120

長期ビジョン
の実現へ

中期経営計画
NNI-120 Ⅱ

中期経営計画
２０２６

【主な外部環境】 【主な外部環境】 【想定される主な外部環境】

・経済連携協定の締結
（TPP11、日EU経済連携協定
日米貿易協定等）

・パリ協定採択（2015年）
・SDGs採択（2015年）
・新型コロナウイルス感染症
の世界的な流行

・食糧インフレ、コストインフレ
の継続
・国内の人口減少、高齢化
・技術革新の進展
・社会の持続可能性に関わる
地球温暖化、人権問題等
への対応の重要性の高まり

2012～2014年度 2015～2020年度 2022～2026年度

【営業利益】【売上高】

（億円） （億円）

231 
205 272 294 

390 

480

200

300

400

500

4,000

7,000

10,000

'11年度 '14年度 '20年度 '21年度 '23年度予想 '26年度目標

NNI-120
NNI-120 Ⅱ

中期経営計画２０２６

売上高 営業利益

■売上高、営業利益の推移

【主な方針】
・トップラインの拡大
・新規海外事業の拡大

【主な方針】
・収益基盤の再構築
・利益成長
・株主還元の強化

（営業利益）

■外部環境認識

～ ～～ ～ ～ ～ ～ ～



３．基本方針
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■基本方針

「信を万事の本と為す」「時代への適合」を社是に、「健康で豊かな生活づくり
に貢献する」を企業理念として、事業を通じて社会貢献を果たし、食の中心
企業として成長を継続していく



４．基本方針（１）
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■４つの戦略

１．国内製粉、加工食品、酵母事業の
コアビジネスとしての継続、発展

稼ぐ力、売る力を高めて事業成長を進め、積極的な戦略投資を促進し、EPS成長を継続

２．海外事業（現地完結型）の成長戦略

３．中食・惣菜事業の成長戦略

６．新規事業へのチャレンジ

■事業競争力強化戦略の重点テーマ

事業競争力強化戦略

研究開発戦略

デジタル戦略

新規事業開発・M&A戦略 （P36参照）

（P37参照）

（P35参照）

（P20～参照）

当社グループの強みを活かせる事業領域において、今後も事業ポートフォリオの再構築を
行い、４つの戦略を柱にグループ全体、および各事業において競争力を高める

４．健康・バイオ事業の方向性

５．エンジニアリング・メッシュクロス事業の
方向性



４．基本方針（２）
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株 主 長期的企業価値の向上を図り、適切なＴＳＲ（株主総利回り）を実現する

顧 客 製品・サービスあらゆる面で期待以上の価値を提供する

社 員 適正な報酬と職場環境を確保し、必要なスキルの習得を支援する

取引先 公平・公正かつ倫理観を持って対応し、イコールパートナーとなる

社 会 社会との共生を図り、環境にやさしい企業となる

主要食糧である小麦粉や小麦粉関連製品を含めた「食」の安定供給が、当社グループの
存在意義の1番目にあることを認識し、すべての関係者を大切にし、世の中からも信頼され
る企業を目指す

■重点テーマ

①持株会社であるグループ本社と全事業会社が一体となり、お客様や取引先の皆様から
信頼が得られるように尽力する

➁人材戦略を推進し、当社グループの総和で最適となる人材配置、経営人材の育成、
女性活躍推進、働き方改革等、組織・人材の活性化に取り組む（P38参照）



４．基本方針（３）

19

企業価値の極大化を目指し、経営トップの責務として主体的に取り組む。特に世界の持続性
に関わるE（環境）を経営の最重要事項と位置付ける

E（環境）

G（ガバナンス）

気候変動に関する環境課題中長期目標達成に向け、最大限の省エネ設備や再生可能エネ
ルギ―の導入を行うとともに、オフサイトの設備への投資や出資によるエネルギー調達も検討

S（社会）

基本方針（２）ステークホルダーとの関係に対する考え方を遂行

品質保証を含めた事業活動全般において、「消費者視点から説明できるのか」を合言葉に安全
で安心な製品を安定的にお届けしていくという社会的使命を今後も果たしていく

サプライチェーンを含む人権デューデリジェンスの実施により、人権課題の把握、人権リスクの軽減
に取り組む

コーポレートガバナンスのあり方について、今後も経営で議論し、必要な改善を行う風土を維持

リスクについては常に見直し、対応策も平時において準備する。尚、有事においては、グループ
本社社長、事業会社社長が陣頭指揮を執り、最悪事態を回避すべく取り組む

（P39～参照）
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Ⅱ．事業競争力強化戦略の重点テーマ

『（競争上意義のある区分で）一定の事業領域においてトップ
であるか、トップになりうる事業』を基準として選択と集中を推進し、
事業競争力を強化していく



21

１．国内製粉、加工食品、酵母事業のコアビジネスとしての
継続、発展

お客様からの信頼を得て、国内市場において圧倒的なシェアを保有。各事業で培ってきた強みを
発揮し、新たな価値の提供によりシェアを高め、適正な価格を維持する。また、異次元のコスト
削減を実行することで高い水準の利益を確保し、今後も当社グループの中心的な役割を果たす

■国内製粉事業 （国内トップシェア）

当社の業務用小麦粉国内販売シェアの推移

33.7%

36.9% 37.7%

40.0%

33%

36%

39%

42%

出典：日刊経済通信社 「酒類食品統計月報」

（重量ベース）

’91年度 ’01年度 ’11年度 ’21年度

■国内加工食品事業
（充実したトップブランドのラインアップ）

■国内酵母事業 （圧倒的なシェア）

イースト国内生産量シェア

※当社調べ 当社シェア

NO.1

約50％

60.2％

から揚げ粉
68.2％

家庭用小麦粉
46.2％

パスタ

出所：インテージSRI＋ 上記パーセンテージは各カテゴリーの金額シェア 2021年度（4-3月）

当社シェア

各事業で培ってきた強みを連携し、
市場・顧客に新たな価値を提供

～ ～～ ～ ～ ～

冷凍パスタ
39.4％
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コア事業は安定した利益成長を実現しており、当社グループの安定したキャッシュ創出力の基盤。
コア事業の事業基盤強化により利益成長の継続およびキャッシュ創出力を更に高め、成長投資
に積極的に活用することでEPS成長を継続する

２．コア事業の役割

■コア事業の営業利益の推移と目標
（億円）

140

170

200

'15年度 '20年度 '26年度目標

～ ～～ ～

■コア事業の前提となる事業基盤・収益基盤の安定確保

国際貿易協定において、原料小麦のマークアップと小麦二次加工品の関税が共に段階的に
引き下げられ、ある程度国境措置の整合性が確保されることが確定。日本においてコア事業の
安定した事業運営が長期間に亘り可能であると判断した。国内での投資を積極化させる

食糧インフレの中でもコア事業の収益基盤は揺らいでいない。加工食品事業、酵母事業の
コストアップ分の価格転嫁は今後追いつく予定。また、需要減退も中期的には回復を想定

（決定済案件）『水島新工場の建設』、『熊本製粉の買収』、『全農との業務提携』等



３．国内製粉事業の重点テーマ

23

■国際競争に対応できるローコスト生産体制に向けた整備

■熊本製粉の買収および買収後のPMI実施とシナジー効果の創出

取組み内容と期待する効果

M&A

生産体制
の整備と

コストダウン

重点テーマ

①’25年度に新工場が竣工、2工場閉鎖。大型臨海工場比率が上昇（83％→92％）

②生産工場にデジタル技術を導入し、自動化技術を確立させ、更なる省人化を実現

◆総工費 ：約140億円
◆生産能力：550㌧／日（原料ベース）

◆着工 ：2023年5月頃
◆稼働予定：2025年5月頃
◆最新の自動化、デジタル技術を導入し、

太陽光発電設備を設置した環境配慮型
のスマート工場

◆大型穀物船が接岸できる小麦サイロと直結
しており、原料輸送に関しローコストオペレー
ションを実現。またBCP対策も強化

新工場の概要

函
館

千葉

鶴見知多

名古屋
東灘

岡山坂出

福岡

新工場

※新工場完成後閉鎖予定

国内製粉事業の生産体制

工場数
生産
能力比

工場数
生産
能力比

大型臨海工場(注) 5 83% 6 92%

内陸工場 4 17% 2 8%

注：大型臨海工場とは大型原料船の接岸が可能な臨海部に所在する製粉工場

2021年
当社の国内製粉工場

2025年

九州地区のコスト競争力強化、熊本製粉が製造する異種穀粉市場への進出等

当社グループにおいて最も競争力が強い事業であり、その競争力を更に高める



４．国内製粉事業の競争力の源泉
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■業界平均を大幅に上回る生産性を実現

1,135 
1,268 

1,511 1,628 1,638 

2,847 

3,822 

4,122 

1000

2000

3000

4000

5000

1990年度 2000年度 2010年度 2020年度

■競争力強化に向けた構造改善の取組み実績

小規模内陸工場の閉鎖 神戸工場
▲390ｔ

水戸工場
▲270ｔ

宇都宮工場
▲340ｔ

館林工場
▲230ｔ

北見工場
▲120ｔ

鳥栖工場
▲450ｔ

筑後工場
▲200ｔ

東灘工場増設
＋530ｔ

千葉工場増設
＋400ｔ

東灘工場増設
＋500ｔ

鶴見工場増設
＋500ｔ

知多工場増設
＋320ｔ

福岡工場新設
＋550ｔ

（ｔ）

注）枠内数字は日産の小麦生産能力

2008年

2008年

1990年

1996年

2002年

1990年

1994年

2002年

2014年

2015年

大型臨海工場の新設、増設

効
率
化
の
推
進

2010年

2014年

2014年

2025年
（予定）

水島工場新設
＋550ｔ

2025年
（予定）

※一人当たりの生産量：（小麦粉）生産量÷（製粉部門）従業員

出典：農林水産省 「麦の需給に関する見通し」、および当社調べ

一人当たりの生産量

高崎工場
▲250ｔ

1988年

坂出工場
▲320ｔ

岡山工場
▲390ｔ

・

日清製粉製粉業界
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■収益基盤である常温家庭用事業を維持・強化しつつ、業務用事業、冷凍食品
事業を強化

■「簡便」「本格」「健康」を追求した製品の付加価値化、SDGs、Z世代にも対応
した製品の拡大により「価値の創造」を図る

事業構造
の転換

R&D
新規事業

新ブランド
の定着

■‘24年度までブランド戦略投資を継続することで露出度を高め、認知度の定着、
拡大を図るとともに、社名変更で企図した効果を確実に実現する

取組み内容と期待する効果

５．国内加工食品事業の重点テーマ

■国内の生産拠点を含めたグローバルでの最適生産体制によるコスト競争力の強化生産体制
の整備と

コストダウン
国内外の生産工場の新設・増設・生産移管等の実施

業務用事業の売上高を拡大
冷凍食品事業の売上高を拡大

重点テーマ

家庭用付加価値品の利益構成比の拡大
今後成長が見込まれる市場への対応

中計期間中
の目標

中計期間中
の目標

日清製粉ウェルナブランドの育成・浸透を図り、「トップブランド」に磨きをかける



６．海外事業（現地完結型）の成長戦略
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（億円）

中期経営計画における利益成長のドライバー。中期経営計画最終年度である‘26年度には
海外事業の営業利益構成比38％を目指す（’21年度は13％）。新規投資については、国内
における当社グループの強みを活かせることを確認した上で進める

■海外事業の営業利益の推移

11 
30 30 39 

180 

0

50

100

150

200

'11年度 '14年度 '20年度 '21年度 '26年度目標

■重点テーマ

NNI-120

NNI-120 Ⅱ

中期経営計画
2026

１．海外製粉事業

２．海外加工食品事業

３．インドイースト事業

豪州製粉事業の業績改善
米国製粉事業等の高収益の維持、強化に向けた取組み

事業の順調な立ち上げ、およびフル稼働による利益成長の実現

次なる投資の検討（プレミックス、パスタ、パスタソース、冷凍食品）
日本向け加工食品の海外生産拠点を活用した現地販売の推進

中期経営計画

中期経営計画

■海外事業の推移（売上高）

22 72 188 

1,556 

2,700 

0

1,000

2,000

3,000

'89年度 '00年度 '10年度 '20年度 '26年度目標

カナダで製粉
事業を開始

海外事業は30年以上積み重ねてきた
経験を活かし更なる成長を目指す

大幅に
売上伸長

インドでイースト
事業開始等

（億円）
米国、NZ、豪州
で製粉事業開始。
トルコ、ベトナムで
加工食品子会社
設立等

タイで製粉事業、
プレミックス事業
を開始等

中国でプレミック
ス 事業を開 始
等



７．海外製粉事業
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’26年度の営業利益目標は’21年度差で大幅増益を見込む。新規投資については、これまでの
経験を活かして、投資機会を検索し、検討を進める

①豪州製粉事業

米国をはじめとする
海外製粉事業

■再検証した事業計画に沿った業績改善

詳細はP28、29に記載

利益水準の急激な変動を回避するために、事業成長、コスト削減
に向けた必要な投資、 新たな事業領域への展開を図る

■高収益の維持、強化に向けた取組み

■重点テーマ

9 16 9 4 

45 

0

30

60

■米国製粉事業 Miller Milling Companay,LLC の経常利益の推移
（億円）

’15年度 ’16年度 ’17年度 ’18年度 ’21年度

～ ～

安定した
収益基盤の確立

中期経営計画2026

～ ～

新エリアでの
投資機会の検索

■新規投資の検討

新規投資については、国内における当社グループの強みを活かせる
ことを確認した上で実行。また、いつでも実行できる体制を構築

③

②



８．海外製粉事業 （豪州製粉事業）①
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豪州ではコロナ禍の約2年間、国境封鎖やロックダウン等の厳格なコロナ対策を実施したことで
主要得意先のインストアベーカリー市場が大きく変化。この変化等を踏まえ、東京本社と現地で連
携を深めて、現地のCEOと議論を重ね、事業計画を再検証した。新たな事業計画に基づき確実
に業績を改善させる

0

50

100

'21年度（基準年） '22年度予想 '23年度予想 '26年度目標

■営業利益 増益額目標（21年度差）
（億円）

償却費負担減少

業績改善効果

60億円

26億円

合計＋103億円

18億円

合計＋81億円

主要得意先のインストアベーカリー市場の変化

60億円

40億円

～ ～

8億円

合計＋36億円

■新たな事業計画で考慮した主な事業環境

インストアベーカリー市場は、コロナ禍前の5年間（‘13-’18年）は年率約6％（販売金額ベース）で
成長。コロナ禍の2年間（’20-’21年）は年率1％未満の成長に留まっており、販売数量は減少

労働力不足による生産コストの上昇、コストインフレの継続

豪州国内の人流回復

※’23年度以降の為替レートは95.0円/AUDを使用

為替影響



８．海外製粉事業 （豪州製粉事業）➁
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■’26年度の営業利益目標達成に向けた主な取組み

豪州製粉事業において、安定した収益基盤を有する小麦粉については、引き続き市場シェア
ナンバーワン（約4割）の地位を堅持していく。その上で業績回復に向けて4つの取組みを実施

生産ラインの改廃、生産のロス削減、生産性の
向上、輸送の効率化等

小麦粉

プレミックス、ベーカリー関連原材料

大手需要家と取引強化等

比較的利益率が高く、市場で強みを持つ製品群
のラインアップ拡充によるインストアベーカリー向け
売上拡大

コスト削減に向けた継続的な取組みの実施

コロナ禍で増加したコストへの対応

適切な製品価格への転嫁を実施

不採算製品からの撤退や採算改善の実施

プレミックスはベーカリー専門店、小麦粉では中小
ベーカリーやフランチャイズ等を中心に販売注力

高食物繊維小麦の商業化、特殊粉（オーガ
ニック小麦粉、ライ麦粉等）、冷凍生地等

付加価値の高い製品の強化や製品設計の実施

④ブランド化（ベーカリー関連原材料）③収益性の高い市場の選択

①継続的なコスト削減 ➁強みを活かせる主力製品での売上拡大

冷凍生地等の開発力や製品力を強化し、競合
他社製品よりも品質優位性を確保していくこと
で、注力する製品群のブランド力を強化し、
売上拡大につなげる



９．海外加工食品事業
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プレミックス、パスタ、パスタソース、冷凍食品において、自社のノウハウを活かし、次なる投資を
検討。あわせて、海外生産拠点において『日清製粉ウェルナ』ブランドで現地販売を推進

海外拠点一覧 ●：現地販売のプレミックス拠点 ●：日本向け加工食品の生産拠点

海外に生産拠点を持つプレミックス、パスタ、パスタソース、冷凍食品
について事業拡大のために次なる投資を検討

①次なる投資の検討

トルコとアメリカではパスタ、タイとベトナムではパスタソースや冷凍食品
等を生産しており、それらの現地販売を推進

②海外生産拠点での
現地販売（B to C）

■重点課題

パスタ
パスタ

パスタソース、冷凍食品等

トルコ
アメリカ

タイ
ベトナム

中国

インドネシア

②



１０．インドイースト事業
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インドのイースト事業は、コロナ禍で工場の稼働開始が2年遅れたものの、‘22年8月から稼働を
開始。事業を順調に立ち上げ、中期経営計画の期間中にフル稼働による利益貢献を実現する

インド
プネ市近郊の
ケスルディ工業団地

イースト新工場

（億円）

インドの人口は約14億人（世界第2位）。今後も増加が見込まれる

■営業利益増益額の目標（21年度差）

0

5

10

15

'21年度（基準年） '26年度目標

‘23年以降のパン市場は年6％程度伸長するものと予測

主に生イーストを使用する大手ベーカリーの生産量は増加を予測

■インド市場の成長性

■インドイースト事業のインド市場での目標プレゼンス

インド市場において第2位（シェア3割）を目指す※1

※1：当社がフル生産に達し、競合他社の生産量が変わらない場合

生産能力：33,000ｔ/年

国内の生産能力は約24,000ｔであり、国内の生産能力を上回る

（インドイースト事業は生イーストを製造）



１１．中食・惣菜事業の成長戦略
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惣菜市場は、国内食品業界における数少ない成長マーケット。事業を統括するため設立した
㈱日清製粉デリカフロンティアを中心に、競合他社との競争に勝てるコスト競争力を確保する

チルド・冷凍の惣菜、消費期限
延長等

■重点テーマ

■研究開発力の強化

■事業特性と当社グループの強み

和惣菜の特長、およびチルド流通を活かし、輸入品に脅かされない強みを持ち、当社グループが
培ってきた省人化技術を発揮できる領域

■自動化による省人化の推進

労働力不足への対応、コスト削減

当社グループ総和として成長を目指す

■製粉、加工食品事業との連携

小麦粉、プレミックス、パスタを始め
とする食に関する開発力の活用

研究開発戦略のテーマ

惣菜市場規模

（2021年実績）

10.1兆円

市場成長 21％伸長
（2011年比）

＊日本惣菜協会資料より当社推計

＊‘99年に中食・惣菜市場に参入

0 
117 

365 

1,384 

0

1,000

2,000

'98年度 '11年度 '16年度 '21年度 '26年度

中食・惣菜事業の成長惣菜市場規模と市場成長

㈱日清製粉デリカフロンティア

生産体制の再構築、
調 達 力 強 化 等 、
中食・惣菜事業の
成長に向けた事業基
盤の強化を推進し、
コスト競争力も確保

④トオカツフーズ㈱

【中食・惣菜事業の子会社】

0工場

（億円）

【売上高】

➁イニシオフーズ㈱

①㈱三幸

③㈱ジョイアス・フーズ

4工場
6工場

26工場

億円
億円

億円

億円

‘99年～’05年（イニシオフーズ㈱が吸収合併)

’16年～

‘19年～

’04年～
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１２．その他

■健康・バイオ事業の方向性

■エンジニアリング・メッシュクロス事業の方向性

■新規事業へのチャレンジ

健康食品事業が取り組むパーソナルニュートリション（各個人専用の健康食品等の提案）と、
バイオ事業が進めるバイオマーカー（ＡＧＥｓ）等とのシナジーを図り、健康・バイオ事業の
成長実現を目指す

両事業は、世界的に見ても高い技術力、知見を有している。今後、自前もしくは外部との
連携で、さらなる業容拡大を目指していくが、電子部品市場など両技術が活用されている
顧客領域での取組みにおいては事業連携を実施

新規事業開発・M&A戦略（P36）に記載

メッシュクロス事業は、販売する製品を通じて環境貢献や持続可能な社会づくりへの貢献が
期待できる点も踏まえつつ、技術優位性を武器に利益成長を図っていく
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Ⅲ．グループの成長を促進する主要戦略



１．研究開発戦略

35

国内、海外における競争優位性を確保し、グループの成長を支えるとともに、事業を通じて社会
課題を解決する循環成長を生み出し企業価値向上につなげていく

■重点研究開発領域の研究テーマ

健康機能性素材

中食・惣菜加工
技術

フードテック

自動化

小麦の成分を中心に、メタボリックシンドロームの予防効果、脳機能、
アンチエイジングに関する効果等、各種の健康機能性の研究開発を推
進し、事業を通じて健康寿命の延伸に貢献する

デジタル技術（AI、IOT）やロボット技術を活用し、中食・惣菜事業、
製粉事業等の更なる省人化・省力化を実現する

惣菜類の味、香り、色、食感等おいしさを向上させる調理加工技術や
消費期限の延長（サプライチェーンを含めた廃棄物の削減）につなが
る微生物抑制技術等の研究開発を推進し、競争力強化を図る

タンパク質クライシスの懸念やフードロス等の食に関する課題を解決す
る技術の研究開発に、スタートアップ企業との協業も視野に取組み、
新規事業開発、および既存事業の競争優位の確保につなげていく



２．新規事業開発・M&A戦略

36

既存事業の競争優位の確保、製粉、加工食品、酵母、中食・惣菜事業に次ぐ将来の屋台骨と
なる事業の獲得・育成、更にはフードテックや機能性素材等の新領域における将来のイノベーショ
ンを見据え、スタートアップ等との協業やＭ＆Ａを通じて新規事業開発を推進

■既存事業と新規事業のターゲット領域

小麦粉

プレミックス

製パン用素材

パスタ類

中食・惣菜

健康食品

バイオ製品

医薬品原薬

メッシュ
テクノロジー

プラント
エンジニアリング

新規事業
ターゲット領域

①将来の成長事業獲得・育成
ターゲット領域：フードテック、

機能性素材等

②既存事業の競争優位の確保

ターゲット領域：既存事業の周辺
領域等

：既存事業領域

：新規事業ターゲット領域



【取組み事例】
バリューチェーン全体のデータ連携、一元化
各業務プロセスの効率化、管理強化
製造工程の自動化
バックオフィス業務の効率化、経営管理強化
柔軟な働き方を実現する活気ある環境整備

３．デジタル戦略

37

生産性の
飛躍的向上

デジタル技術を積極的に取り入れ、生産性の飛躍的向上、既存事業のモデルチェンジ、新しい事
業モデルの創造を図り、各ステークホルダーに対する価値を創出。持続的な競争力強化を目指す。
また、土台となる人材育成の推進と危機管理の体制強化を図る

人材育成 危機管理

ビジネスとテクノロジーを繋ぐ中核人材育成
全社員のデジタルリテラシー底上げ

システムのセキュリティ機能強化
事業継続計画

既存事業の
モデルチェンジ

（付加価値向上）

新しい事業モデルの
創造

【取組み事例】
お客様・市場との接点強化に繋がる
営業プロセスの再構築
お客様徹底理解による製品・サービスの
開発および提供DXⅠ（内部でのDX）

DXⅡ（外部へのDX）

DXⅢ（トータルのDX）

従業員教育



４．人材戦略

38

経営戦略の実行力を高めるとともに、すべてのステークホルダーを大切にし、世の中から信頼され
る企業を目指すための基盤として人材戦略を推進

経営戦略の
実行力向上

人材戦略

人材力向上

最適となる人材配置

新たな人事制度の導入

好循環の実現

■労働環境の改善

■能力開発の強化

■採用の強化

■ダイバーシティの推進

・経営人材の育成

・グローバル人材の育成等

・働き方改革推進

・健康経営の推進

独自の「事業経営者育成プログラム」を実施

・デジタル人材の育成

ホワイト500に認定

・エンゲージメント調査
の活用

■女性活躍の推進事業競争力強化戦略

研究開発戦略

新規事業開発・
M&A戦略

デジタル戦略

持続的成長と企業価値向上を実現

経営方針 人材方針

『社是』 『企業理念』 『企業行動規範・社員行動指針』

心理的安全性向上策
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Ⅳ．環境政策



１．当社グループのマテリアリティ（CSR重要課題）

40

■ 安全で健康的な食の提供と責任ある消費者コミュニケーション
・ 食品安全の確保

・ 責任ある消費者コミュニケーション

・ 健康的な食生活への貢献

■ 食品廃棄物、容器包装廃棄物への対応
・ 食品廃棄物の削減

・ 容器包装廃棄物への取組み

■ 気候変動及び水問題への対応
・ 気候変動への適応とその緩和

・ 水資源への取組み

■ 健全で働きがいのある労働環境の確保
・ 多様性の尊重

・ 人材育成

・ 従業員の労働環境と健康

SDGsへの貢献分野

■ 安定的かつ持続可能な原材料の調達推進
・ 小麦の安定的な調達

・ 持続可能な原材料調達

５つの重要課題

環境課題
中長期目標を

2021年8月に策定

社会の変化と日々向き合いながら、事業を通じて社会課題の解決に貢献し、持続可能な社会
の実現と企業価値向上の両立を図る

40



２．環境課題中長期目標と気候変動への対応

41

■環境課題中長期目標

2030年度 グループの自社拠点でCO₂排出量50％削減（2013年度比）

2040年度 工場の水使用量原単位30%削減（2021年度比）

2030年度 原料調達からお客様納品までの食品廃棄物の50%以上削減
（2016年度比)

2030年度 化石燃料由来のプラスチック使用量の25%以上削減（2019年度比）

気候変動への対応

水資源への対応

食品廃棄物への対応

容器包装廃棄物への対応

2050年

（目標達成に向け、通常の企業活動の延長線では困難と考え、次の2点に取り組む）

省エネ活動や自社設備の動力源を再生可能エネルギーに振り替えるだけではなく、オンサイト

への最大限の省エネ設備および再生可能エネルギー設備を導入

■CO₂排出量削減の考え方

加えて、この分野の技術革新やスキームについて最先端の情報を収集し、オフサイトへの投資、

または出資により、再生可能エネルギー電力を調達することも検討

カーボンニュートラルに向けてグループの自社拠点で

CO₂排出量実質ゼロ



製粉事業

加工食品事業

中食・惣菜事業

メッシュクロス事業

３．2030年度CO₂削減目標達成に向けた取組み

42

■CO₂排出量の推移と削減目標

・2025年に環境配慮型スマート新工場を新設
・既存の老朽化した2工場を閉鎖

・太陽光発電設備を国内外の工場に導入

・エネファームの実用化、新たな熱源の検討

・使用電力の再生可能エネルギー化

466

387 381

233

0
0

100

200

300

400

500

'13年度 '20年度 '21年度 '30年度目標 '50年目標

50

％
削
減

（Scope1、2）

実
質
ゼ
ロ

・太陽光発電設備を国内外の工場に導入

■各事業のCO₂削減に向けた主な取組み

酵母・バイオ事業

■2030年度CO₂排出量削減目標達成に向けた取組み

目標達成

を目指す

2030年度目標達成に向けた
ロードマップを策定

ロードマップに沿い「CO₂削減

に資する設備投資」を実施

ICPを導入（2022年度～）
※5,000円/ｔ-ＣＯ₂

CO₂ 削減施策に関する投資

を促進

（千ｔ）

（基準年度）

～ ～～ ～～ ～
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Ⅴ．資本政策



１．資本政策の考え方

44

配当性向40%以上を保持し、業績を踏まえ配当水準を決定。連続増配の旗印は取り

下げるものの、EPS成長を目指す中、増配はタイミングを見据えて常に積極的に検討。

投資資金が余剰になった場合などは、更なる還元を検討する

■利益還元

その結果としてROEを高め、適切なTSR（株主総利回り）を実現する

■EPSの成長、適切なTSR実現

小麦粉をはじめとした主要食糧の安定供給という社会的責任を充分に勘案し、資本効率の
向上と財務の安定性のバランスを取りながら資本構成を適切にコントロールする

中期経営計画の5年間で得られる営業キャッシュ・フロー、および資産売却額等を、積極的

に成長投資に活用し、EPSの成長を継続していく

当社グループの事業の社会性を勘案し、激甚災害を踏まえた事業継続等も考慮した

財務の安定性を確保する

■バランスシート（資本構成）について

政策保有株式については、業務提携や共同事業の強化等の取引関係の構築を踏まえつ

つ見直しを行い、着実に縮減していく
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358 354 
429 399 384 

495 418 

500 

300

350

400

450

500

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 '19年度 '20年度 '21年度 '22～'26年度

（億円）

コア事業の事業基盤の強化、海外事業や中食・惣菜事業等の事業成長によりキャッシュ創出力
を更に高め、成長投資に積極的に活用することでEPS成長を継続する

億円

億円億円
億円億円

２．営業キャッシュ・フロー計画

■当社グループの営業キャッシュ・フローの推移と目標

前中期経営計画（2015-2020年度） 中期経営計画２０２６

平均403億円

億円

億円

億円

平均

キャッシュ創出力を更に高める
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EPS成長を継続するために、営業キャッシュ・フローに加え、資産売却や必要に応じ有利子負債
等も活用し、積極的な成長投資を促進し、最適なキャッシュアロケーションを行う

■営業キャッシュ・フロー

２,５００億円程度

■資産売却
有利子負債活用 等

■株主還元

■成長投資、および
維持更新投資

２,２００億円以上

成長投資の内数として環境投資枠150億円、デジタル投資枠150億円を設定

（内 成長投資
1,１00億円以上）

３．中期経営計画５年間のキャッシュ・フロー計画

■キャッシュアロケーションの考え方

●営業キャッシュ・フローの創出力強化、
資産売却等により投資原資を確保

●持続的成長、EPS成長を実現するため
に成長投資に積極的に活用

●成長投資には環境投資、デジタル投資
新規事業開発・M＆A投資、研究開発
投資、人材育成を含めており、これらの
成長投資により事業競争力強化を実現

●投資資金が不足した場合は、負債での
調達を基本とし、投資資金が余剰となっ
た場合は、将来の資金需要を勘案した
うえで、更なる株主還元を検討

■5年間累計のキャッシュ・フロー計画
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Ⅵ．最終年度数値目標の詳細



１．最終年度 数値目標① グループ全体

48

項目
2026年度
目標

5年
CAGR

（ ）は3年CAGR

（参考）
2023年度
予想

（基準年度）
2021年度
実績

売上高 9,000億円 5.8％ 8,400億円 6,797億円

営業利益 480億円
10.3％
（7.2％）

390億円 294億円

営業利益率 5.3％ ― 4.6％ 4.3％

ＥＰＳ 110円
13.3％
（6.9％）

90円 59円

ＲＯＥ 7.0％ ― 6.4％ 4.0％

■ＫGＩ

※1：年平均成長率
※2：’23年度から’26年度の3年CAGR（年平均成長率）

※2

※1

※2



２．最終年度 数値目標➁ 海外事業

49

項目
2026年度
目標

5年
CAGR

（ ）は3年CAGR

（参考）
2023年度
予想

（基準年度）
2021年度
実績

海外売上高 2,700億円 7.8％ 2,400億円 1,859億円

海外売上高
構成比

30.０％ ― 28.6％ 27.3％

海外営業利益 180億円
36.0％

（14.5％）
120億円 39億円

海外営業
利益率

6.7％ ― 5.0％ 2.1％

海外営業利益
構成比

37.5％ ― 30.8％ 13.2％

■ＫGＩ

※1：年平均成長率
※2：’23年度から’26年度の3年CAGR（年平均成長率）

※2

※1



３．最終年度 数値目標③ 営業利益（国内、海外）

50

0

100

200

300

400

500

'21年度 '23年度予想 '26年度目標

255 270
300

39

120

180

国内営業利益 海外営業利益
（億円）

海外営業利益
5年CAGR
36.0％

国内営業利益
5年CAGR

3.3％

営業利益合計
5年CAGR
10.3％

合計294億円

億円

億円 億円
億円

億円

億円

合計390億円

合計480億円
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'11年度 '14年度 '20年度 '21年度 '23年度予想 '26年度目標

■EPSの推移と目標

（円）

51

～

～

４．最終年度 数値目標④ EPS

～

～

中期経営計画
NNI-120

中期経営計画
NNI-120 Ⅱ

中期経営計画２０２６

～

～

～

～



記載内容に関する注意事項

当資料に記載されている内容は、種々の前提に基づいたものであり、

記載された将来の計画数値、施策の実現を確約したり、保証する

ものではありません。
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